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１．はじめに 

 「家事は女性の仕事」の風潮は、いまだ日本

人の中で根強い。男女共同参画社会の実現に向

け、女性の就労に期待がかかる中、家事負担が

女性に集中しているため就業機会を奪ってい

ると言われている。そんな女性を助ける存在と

して時短家電¹の普及が進んでいる。時短製品

の普及は本当に女性の家事負担を軽減してい

るのだろうか。 

２．目的 

 近年普及率が増加している時短製品に着目

し、時短製品の普及が女性の家事時間や就業に

与える影響を明らかにすることが本研究の目

的である。分析結果から、男女参画社会の実現

に向けての可能性を考察する。 

３．内容と方法 

 分析方法として、従属変数を家事時間にした

モデル１と就業率としたモデル 2 を構築した。

具体的なモデル式は以下の通りである。 

𝑌＝𝛼 + 𝛴𝛽𝒾𝒳𝒾 + 𝜀 

 モデル１は、独立変数に経済産業省「消費動

向調査」などのデータから以下の普及率を使用

した。家事耐久消費財（電子レンジ・食器洗い

機・衣類乾燥機・乾燥機一体型、ドラム式、全

自動式洗濯機）、インターネット人口普及率（全

人口に対する利用者の比率）。さらに、冷凍食

品国民 1人あたり消費量、即席ラーメン生産量

を用いて重回帰分析を行った。 

モデル 2は、独立変数に育児時間、買い物時

間、介護・看護時間、趣味・娯楽の時間、休養・

くつろぎの時間、男性の家事時間、家事時間理

論値を独立変数として投入した。なお家事時間

理論値は、モデル 1から得られた係数を使用し

て、作成した。 

４．結果と考察 

 モデル１では家事時間と電子レンジ普及率、

衣類乾燥機普及率との間に負の因果関係が見

られ、家事時間を減少させている。 

モデル 2では、就業率と休養・くつろぎの時

間の間に正の因果関係、育児時間、家事時間の

間に負の因果関係が見られた。このことから、

時短製品の普及は女性の家事時間を短縮させ、

さらに家事時間の短縮は就業率を増加させて

いることがわかった。 

表１：モデル２の回帰係数 

 
調整済み R２乗：0.959 N値：63 

**：5％有意 *：10％有意 

５．おわりに 

 分析の結果、時短家電のうち電子レンジと衣

類乾燥機の普及は女性の家事時間を減少させ、

さらに家事時間の短縮は女性を就業に向かわ

せる一要因となっていた。よって本研究の仮説

は採択された。今後さらに時短製品の普及が進

めば、女性の家事時間は短縮され、女性が就業

に向かうことが期待される。また、女性の就業

率を高めるには、育児時間の短縮や休養時間と

の両立が必要であることも分かった。家事負担

の軽減だけでなく様々な視点から女性の負担

を減らすことが男女共同社会の実現を可能に

すると考えられる。 
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